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熊本バス
5,100 人/日

九州産交バス
27,000 人/日

/ 民間３社と熊本市交通局によるバスサービス
/ 76,700人/日，2,800万人/年
/ 各社固有のサービス提供地域
/ 全ての路線が都心の交通センターへ集中

熊本電鉄バス
8,300 人/日

熊本市交通局
36,300 人/日

熊本市のバスサービスの現況（２００８）
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収支バランスの経年変化
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・バス事業者に対する補助金は、Ｈ16年度以降、年間2～3千万円増加してお
り、Ｈ19年度時点で約２億円

▲ バス会社別の補助金の推移
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18,846
千円

128,394
千円

151,784
千円

181,775
千円

200,556
千円

急激な増加

運行補助金の推移（熊本市分のみ）
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▲ 熊本市交通局の一般会計繰入金の推移（Ｈ19年度は当初予算）
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・熊本市交通局の一般会計繰入金は、平成13年度が18億円とピークで、
平成19年度も13億円、合計15億円の補填

1,244百万円

1,500百万円

1,636百万円

1,802百万円
1,719百万円

1,661百万円
1,695百万円

1,492百万円

1,375百万円
1,310百万円

市交通局の一般会計繰入金の推移



他に一般会計からの繰
り入れ金が１０数億円

公共交通再デザインの背景
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公共交通の利用者数の推移 熊本市からの運行補助金の推移

将来にわたって利便性の高いサービスを提供するためのバス体系の確立

年々上昇し近年
は２億円超

効率的なバス路線網への再編と運用

2003年九州産交の経営破綻



公共交通に対する満足・不満足度

7

・バス相互の乗り換えに対する満足度やバス網、運行間隔に対する満足度が
低く、路線網や相互の乗り換えや頻度面の充実，運賃の配慮が必要
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都心部

市街地部
郊外部

郊外部では、「定時性」や「運賃」
などに対する満足度も低い
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熊本市公共交通協議会の設置

2008～2012 熊本市におけるバス輸送のあり
方検討協議会
 路線網再編案

 市営バスの民間委譲

 バス輸送の一元管理とインセンティブ補助制度

2012～ 熊本市公共交通協議会
1. 路線網再編の詳細検討

2. コミュニティ交通の導入･維持のための基準

3. 公共交通基本条例の策定

三位一体の公共交通再デザイン





熊本都市圏のバス路線網再編

• 市民のモビリティを確保するバス路線網の構築

• 公共交通機関相互の連携を強化した一体的な公共交通体系の構築

検討方針

公共交通の利便性向上

効率的運行による利潤最大化社会的便益向上，補助金の軽減

市民

事業者行政

熊本都市圏のバス
路線網再編と効率

的運用の検討

○現況バス路線

交通センターに一極集中し，
長くて複雑な路線系統

○現況バス路線

交通センターに一極集中し，
長くて複雑な路線系統

○再編バス路線網
・交通センター以外に交通結節点を設定
・路線を階層化するゾーンバスシステムを導入

○再編バス路線網
・交通センター以外に交通結節点を設定
・路線を階層化するゾーンバスシステムを導入



階層化ネットワークデザイン

 提供するべき役割や機能が異なる路線を階層的に連結し，需要特性に応じて適切なサービス水準
を設定するネットワークの構成方法

 バス1台あたりの路線長が短縮し，定時性の確保や車両の効率的運用が可能

 乗り換えが発生するものの，乗換抵抗の軽減策を講じさえすれば，運行本数の増加に伴うサービス
水準の向上やバス路線網が分かり易くなるなどのメリット

 地域特性や利用者ニーズにきめ細かく対応できるとともに，有機的かつ効率的な運行を可能



路線網設定の基本方針

• 土地利用基本方針に整合した階層的ターミナル
主要ターミナル：他交通機関との結節，幹線軸の構成ポイント
サブターミナル：幹線軸と外環状，市街地幹線の結節点
ミニバスターミナル：支線の結節
その他の乗換地点：

• 階層化（ゾーンバス）システム
８公共交通機関軸の軌道系以外の軸，および利用ＯＤ実態に整

合した幹線による幹線機能強化
幹線空白地を補完する市街地幹線
主要ターミナル間中心部循環サービス
サブターミナル間市街地環状サービス
ミニサブターミナルへの支線による面的高頻度サービス



機能 対象

主要ターミナル
熊本市中心部における公共交通
体系の核となり、複数の公共交

通の結節点

熊本駅、交通センター、

上熊本駅、藤崎宮前駅

サブターミナル
幹線と市街地循環等が

交わる地点で、主にＪＲ駅

南熊本駅、新水前寺駅、

健軍電停、竜田口駅

ミニバスターミナル
商業施設や医療施設などの拠点
機能、幹線と市街地循環・支線と

の結節点

熊本港、近見、田井島、

日赤、楠、堀川駅

その他乗換地点
その他、幹線と市街地循環・支

線との結節点
－

交通結節点の設定



路線配置 需要特性 頻度（分）

幹線 中心部と拠点間の放射状路線 多い 10～15

市街地幹線 市街地内を運行する路線 比較的多い 30

市街地環状 拠点間を連絡する環状路線 比較的多い 30

支線（フィーダー）
サブターミナル間を結ぶ路線 多い 20～30

地域内の面的サービス路線 比較的少ない 30～60

中心部循環 中心部を巡回する路線 比較的多い 10～15

コミュニティ路線 公的サービスを提供 少ない 数本/日

系統網設定の基本方針

別途検討



上熊本駅

熊本駅

藤崎宮前駅

交通センター

南熊本駅

新水前寺
駅

竜田口駅

田井島付近近見付近

健軍電停

日赤付近

楠付近

堀川駅

熊本港

主要拠点 サブターミナル ミニバスターミナル

その他乗り換え地点 幹線 支線

市街地環状 中心部循環

公共交通体系のイメージ



各事業者が持ち寄った路線再編案



熟練者による路線再編ＷＳ風景





路線網再編最終案

バス路線網再編最終案

現況バス路線網

現 況 再編網

系統数 306
118 

(38.6%)

総路線長
（km） 5,896

2,703
(45.8%)

総走行台km 62,865
56,952
(90.6%)



再編前後のバス停別通過系統数

バス路線網再編最終案

現況バス路線網



再編前後のバス停別運行本数

バス路線網再編最終案

現況バス路線網



検討する代替案

系統網

乗継料金
現況系統網 再編網

乗換料金課金 A：現況 C

距離比例料金制 D



再編路線網の評価（利用者）
乗換回数の比較 分担率の比較

ＭＴ分担率

現況（予測値） １１．０％

再編後（乗換料金課金） １０．９％

再編後（距離比例料金制） １１．３％

殆どのODペアで乗換回数が1回未満
分担率は11.0%程度

現況

2回以上乗換が必要なODペアが増加
乗換料金課金では分担率が低下
距離比例制料金導入で分担率上昇

再編後

距離比例制料金を採用することで利用者が利用しやすい運行サービスが可能



再編路線網の評価（事業者）

現況バス路線

○単位距離系統ポテンシャルの比較

再編後バス路線

ポテンシャルの高い路線は中心部のみ
ポテンシャルが低い路線が5割以上

現況

ポテンシャルの高い路線が広範囲に
ポテンシャル値が100を超える路線が3割以上

再編後

再編により潜在需要獲得の可能性

・単位距離系統ポテンシャル
系統の単位距離当たりの潜在的な利用需要を示す指標
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需要予測のプロセス

交通機関別分担需要

交通機関分担モデル
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利用需要の予測

A : 現況 D : 距離比例制C : 乗継料金課金



評価指標の比較

代替案

評価指標

Ａ
現況

Ｃ
乗継料金有

Ｄ
乗継料金無

ＭＴ分担率比（％） 1.000 0.993 1.030 

収入の対現況比（Ａ） 1.000 0.931 0.729

年間輸送人員（千人） 年間収入（百万円） 年間支出（百万円）

市営 18,699 2,549 4,081

産交 17,409 3,495 3,907

熊電 6,611 1,422 1,567

熊バス 3,146 779 830

計 （１日） 45,865 (125.6) 8,245 (22.6) 10,385 (28.5)

実績値（Ｈ９現在)

予測値



再編路線網の評価（行政側）

乗換料金有 距離比例制

利用者便益 11.27億円 45.23億円

供給者便益
（再編後収支－現況収支）

27.41億円
{=6.01‐(‐21.40)}

10.75億円
{=‐10.65‐(‐21.40)}

環境等改善便益 ‐1.44億円 2.69億円

合計 37.23億円 58.67億円

○各種便益の推計結果

利用者便益はやや高い
利益は乗換料金を取る分プラスに
MT分担率低下により環境等改善便益は
マイナスに

乗換料金有

利用者便益が非常に高い
利益は乗換料金を取らないのでマイナスに
MT分担率の上昇により環境等改善便益は
プラスに

距離比例制

バス路線再編によって社会に大きなプラスの効果をもたらす



再編バス路線網

距離比例制

利用者便益 45.23億円

供給者便益
（再編後利益－現況利益）

10.75億円
{=‐10.65‐(‐21.40)}

環境等改善便益 2.69億円

合計 58.67億円

○費用便益分析

再編後の全117路線のうち86路線が赤字

インセンティブ報酬モデルを適用

現行補助制度では10.65億円の補助金が必要

5km

熊本駅

光の森

健軍

川尻

上熊本駅



適切な運行補助政策

インセンティブ報酬モデルの構築と実証分析により，インセンティブ報酬の効果を測る

再編バス路線網
の総合的な評価

乗換回数の比較
需要予測による分担率の比較

市民

系統ポテンシャルによる潜在需要
の評価
供給者便益の評価

事業者

費用便益分析による評価

インセンティブ報酬の制度設計と
その評価

行政

社会的便益向上
補助金の軽減





現在の補助制度＝欠損補助

行政(Principal)

事業者A
(Agent-A)
事業者A

(Agent-A)

補助金申請

補助金交付

事業者B
(Agent-B)
事業者B

(Agent-B)
事業者C

(Agent-C)
事業者C

(Agent-C)

補助金申請

補助金交付

補助金申請

補助金交付

事業者：運行コスト削減やサービス改善による需要
獲得のインセンティブが働かない

行政：無制約な補助金の支出増



公共システム契約メカニズムデザイン

インセンティブ補助の例
①事業者が経費削減に努め，運行コスト１１０（赤字１０）に削減
したなら，赤字補助１０以外に報奨金１０を追加支給

②事業者が需要を増やして運行収入１２０になっても，行政は
定額補助２０は保証

現行：運行収入１００，運行コスト１３０，補助３０

事業者：運行コスト削減や需要獲得の努力をすれば，自由に使
えるお金が０から１０増える

行政：補助額は３０から２０へ１０減る

互いにHAPPY



１９８５年英国バス市場における
費用入札制度の効果

London Regional Transport

民間バス事業者民間バス事業者

補助金申請

費用入札
補助金配分

London Transport Bus

運行モニタリング

運行計画案提案

ロンドンの例

1. ロンドン市営（London Bus limited）時
と比較して平均費用が２０％低減

2. 路線再編，車両サイズの適正化，車
庫施設の合理化，労働生産性の向上，
要素価格の下落を通じて実現

3. 輸送需要は７％増加

4. バスサービスの信頼性向上
・運行キロ充足率は９３％から９７％へ
・高頻度路線の待ち時間は２.７分から
１.８分に改善

5. メカニズム導入以外の地域でも導入
地域に匹敵する費用削減

Kennedy(1995)，DETR（1999)



インセンティブ報酬制度の設計

赤字額 赤字補填額

赤字削減額 追加的な補助金
（報奨金）

バス事業者 行政 バス事業者 行政

現在の補助金交付方法 新しい補助金交付方法

現在の交付方法 新しい交付方法

バス事業者
赤字削減のインセン
ティブは働かない

赤字削減のインセン
ティブが働く

行政
多額の赤字補填額
が必要

補助金額の削減が
期待できる

バス事業者と行政が互いにwin‐winになる状況を作ることができる



完全情報下での補助スキーム

補助制度 現行

インセンティブ補助スキーム
（完全情報下）

最適解

赤字額合計β 29.09

赤字削減額d* － 11.40

実赤字額C  (=β-d*) 29.09 17.69

報奨金額t  (=ψ(d*)) － 10.02

合計補助額A  (=C+t) 29.09 27.71

黒字額合計B 18.44

実補助金額 A-B 10.65 9.27

（単位：億円）

現行の実補助金額と比べて10.65‐9.27=1.38億円(13.3%)，補助金を削減可能



今後の検討事項

• どの単位で管理するか？路線 or 地域？

• どのようなインセンティブ補助を設計するか？

• どのような入札制度を導入するか？純 or 総？

• 営利可能路線と入札路線をどう区分するか？

• 改善されなければどの範囲まで参入を認めるか？

• 情報偏在化を防ぐ収入・費用情報の収集と提供

熊本都市バス（仮称）の位置づけ，組織形態



計画･運営と運行に関する
組織とメカニズムデザイン

熊本市

民間バス事業者民間バス事業者

補助金申請

費用入札
補助金配分

熊本都市バス（仮称）

運行モニタリング

運行計画案提案

London Regional transport

民間バス事業者民間バス事業者

補助金申請

費用入札
補助金配分

London Transport Bus

運行モニタリング

運行計画案提案

ロンドンタイプorソウルタイプor香港タイプ？



実施プログラム総括表（案） 平成25年2月4日現在

項　　目 プログラム 概　　要 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30～32年度

ゾーンバスシステムの導入

　郊外部での乗換について社会実験を実施
し、熊本市地域公共交通総合連携計画で示
されている、ゾーンバスシステム導入を目指
す。

幹線バスの機能強化

　急行バスを活用した、定時性・速達性・快適
性などを向上させる社会実験を実施し、基幹
公共交通の1つである幹線バスの機能強化を
図る。

運行体制の検討
都市バスを中心としたバス事
業者４社による運行管理体制
の確立

　競合路線の効率化に向け、熊本都市バス
㈱を中心としたバス事業者４社による一元的
な路線バス運行管理体制を確立する。

市街地線の整理 都市バス路線の整理・統合

　主に都市バス路線で、交通局から路線移譲
後３年経過した路線について、運行頻度や
ルート等を見直す。
さらに、競合路線について整理統合を行う。

競合路線の統一時刻表・路線
図の導入

　各社競合している路線の統一時刻表・路線
図の導入を図る。

競合路線のダイヤ調整
　各社競合している路線の運行ダイヤの調整
を行うことにより、運行ダイヤの平準化を図
る。

営業所、回転所の相互利
用

バス事業者各社による営業
所、回転所等の相互利用

　各社が所有している営業所、回転用地、車
庫等について、相互利活用することにより、不
要な回転用地等の処分や回送経費の削減な
どにより運行の効率化を図る。

時刻表・路線図統一に対
する支援

バス運行に係るトータルシス
テムの導入

　路線バスの運行管理を熊本都市バス㈱に
集中させ、一元管理体制の確立を図るため、
ＩＣカード・バスロケ・ダイヤ編成システム等の
トータルシステム導入を図る。

現行補助制度の見直し
補助系統の見直し
インセンティブ補助の検討

　現行の補助系統の見直しも含め、地方バス
路線維持費助成の制度見直しを図るととも
に、インセンティブ補助の検討を進める。
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再編イメージ具体化

競合路線の調整

国庫補助要件の整理
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社会
実験

急行バス導入準備
①運行計画
②やさしいまちづくりレーン
③パーク＆ライド

実験検証⇒本格運行⇒その他の幹線での導入検討

必要に応じ、乗換施設の整備

社会実験ができる路線から開始⇒順次拡大
社会実験⇒課題整理⇒本格運行

乗換拠点候補地の実現性、整備費用について調査・検討

交通局から路線移譲後３年経過し

た路線について、運行頻度やルー

ト等の見直し作業及び競合路線の

整理
競合路線について他事業者への路
線移譲を検討

運行頻度、ルート
見直し準備

Ｈ25年10月～
開始

必要に応じ移譲

運行頻度、ルート
見直し準備

Ｈ26年10月～
開始

競合路線について他事業者への路
線移譲を検討 必要に応じ移譲

交通局から路線移譲後３年経過し

た路線について、運行頻度やルー

ト等の見直し作業及び競合路線の

整理

都市バスの人的体制やシステム機能等を強化

ＩＣＴ導入準備

都市バスによる路線バスの運行管理開始

Ｈ25年1月～
旧57号線（楠・武蔵ヶ丘方面）

統一時刻表掲載開始

営業所、回転所等の
一覧表作成 バス事業者間で相互利用協議

導入に向けた協議⇒合意形成
・バス路線網再編プロジェクトにて発議
・導入スケジュールや負担割合につい
て協議

導入支援（ＩＣカード・バスロケ・ﾀﾞｲﾔ編成システム等）

各系統の検証
⇒新補助基準（インセンティブ補助
を含め）策定

Ｈ25年10月～
新補助基準での運行開始

統一時刻表掲載路線を可能な限り拡充

バス路線網再編後に向けての

抜本的な補助制度の見直し

市・事業者協働 市主体 事業者主体

都市バス路線を面的移譲

統一時刻表準備

相互利用開始 （順次拡大）

社会実験に向けた
運行計画策定

統一路線図準備・一部運用開始

旧57号線（楠・武蔵ヶ丘方面）
調整準備 調整ダイヤにて運行開始⇒旧3号線（北部方面）他へ拡大

新基準での補助開始







コミュニティ路線の設定

コミュニティ交通とは
• 人口が少なく，赤字運行のため，事業者による運行が
不可

• 公共交通空白地域，公共交通不便地域に対して導入す
る新たな公共交通の形態

• 運行車両を小型化したり，デマンド方式にしたりして
経費を抑えながら，地域や運行業者と協働した導入



コミュニティ路線の設定

ゆうゆうバス路線設定条件

（1）政令市移行時，「住民の区役所等へのアクセスの
確保」における地域として，区役所・総合出張所へ利便
性が悪い地域

※バスで移動する際，乗換が２回以上発生する地域，又は、区役
所・総合出張所へのアクセスルート上で，バスの本数が１日４往復
未満の区間を含む地域

（2）公共交通不便地域の解消における地域選定
①バスの利用が不便な地域
②日常の生活において不便と感じている地域
③高齢者の割合が高い地域

※「第2次熊本市都市マスタープラン地域別構想に伴う基礎調査業
務委託」のアンケート調査を使用



事業者主体で設置

一般系統

利用者：利用料金の支払

行 政：欠損額の一部補助

事業者：自社経費で運行

運行依頼系統

利用者：利用料金の支払

行 政：欠損額の全額負担

事業者：負担なし

経 費

行政補助

事業者負担

料金収入

経 費

行政負担

料金収入
（約６割）

行政主体で設置

行政バス
路線定期運行方式

住 民：利用料金の支払

行 政：欠損額の全額負担

事業者：負担なし

行政バス
路線不定期運行
(デマンド型)方式

住 民：利用料金の支払

行 政：欠損額の全額負担

事業者：負担なし

経 費

行政補助

料金収入
（３割）

経 費

行政負担

料金収入

コミュニティ路線の設定

既存バス路線の活用 コミュニティ路線の新設

しかし・・・しかし・・・



公共交通空白地域
行政主体で設置

行政バス
路線定期運行方式

住民：利用料金の支払

行政：欠損額の全額負担

事業者：負担なし

行政バス
路線不定期運行
(デマンド型)方式

住民：利用料金の支払

行政：欠損額の全額負担

事業者：負担なし

経費

行政補助
（７割まで）

最大３年間

料金収入
（３割以上）

経費

行政負担

料金収入

公共交通不便地域
住民主体で設置

・行政バスの設置基準を満たさない路線
・住民要望、廃止路線代替など

住民バス
路線定期運行方式

住 民：利用料金の支払

＋欠損額の一部を負担

行 政：欠損額の一部を補助

事業者：負担なし

行政バス
路線不定期運行
(デマンド型)方式

住 民：利用料金の支払
＋補助残部分を負担

行 政：欠損額の全額負担

事業者：負担なし

経費

行政補助
（７割まで）

一部負担

料金収入

経費

行政負担

一部負担

料金収入
３
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コミュニティ路線の新設

運行
継続
基準



収支率 1年目 2年目 3年目 4年目

30%以上

20%以上
30%未満 廃止

10%以上
20%未満 廃止

10%未満 廃止

運行見直
し協議

判
断

運行見直
し協議

収支率改善に向
けた取り組み

収支率改善に向
けた取り組み

運行見直
し協議

判
断

収支率改善に向
けた取り組み

判
断

住民主体路線の運行継続基準



11月

12月

1月

2月

3月

4月
以降

・各ルートの沿線自治会と、
　運行見直しの協議
・運行事業者や運輸支局、
　道路管理者など関係する
　各機関と協議

・地域公共交通会議を開催し
　運行内容変更の合意
・運行内容変更の申請
　（運行事業者実施）

運行内容変更の周知活動
　・チラシの作成、沿線で配布

・時刻表の変更

ゆうゆうバス運行の変更

住民主体路線の運行継続基準

6.0% 6.3%

10.5%

1.9% 2.7%

7.1%

22.4%

8.2%

3.9%
6.6%
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全
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3年目30％

2年目20％

1年目10％

       6.1人　 2.1人　　1.9人　　1.3人　 3.2人 　2.7人　　0.8人　　0.5人　 0.7人　  2.0人

1便あたり

利用人数（人）

１ ２ ３ ４ ５ ６





熊本市公共交通基本条例骨子（案）

前文：公共交通の現状、必要性、方向性、基本理念に
ついて記述

目的：条例に規定する事項及び条例制定の目的を規定

公共交通を基軸とした多核連携のまちづくりを推進

市，市民，事業者の参画と協働

市民は最低限度の生活を営むために必要な移動する権利
を有するとの理念を尊重

自動車から公共交通への転換を推進

円滑に移動することが可能な地域社会の実現



熊本市公共交通基本条例骨子（案）

公共交通空白地域

バス停・電停・鉄道駅から
半径1ｋｍ以上離れた地域

公共交通不便地域

バス停・電停・鉄道駅から
半径500ｍ以上1ｋｍ未満離れた地域

公共交通準不便地域

その他特段の理由により
不便地域に準ずると市長が認めた地域

一般的な歩行速度を基準に設定
歩行速度：80ｍ/分（高齢者60m/分）

歩行距離500ｍでは6～7分（高齢者8～10分）
歩行距離1,000ｍでは12～13分（高齢者15～20分）

定義：用語の定義の規定



熊本市公共交通基本条例骨子（案）

責務：市，市民，事業者及び公共交通事業者の責務を
規定

主 体 責 務

市
総合的かつ計画的な施策を策定し実施
公共交通に関する市民意識の啓発

市民 及び事業者
本市の施策に参画
公共交通の積極的利用

公共交通事業者
公共交通の利便性向上
本市の施策に協力
情報の積極的提供



熊本市公共交通基本条例骨子（案）

基本的施策：市の公共交通に関する基本的施策につ
いて規定



熊本市公共交通基本条例骨子（案）



熊本市公共交通基本条例骨子（案）





公共交通の再デザインとＩＣＴ

スゴカ（ＪＲ九州）

ＩＣカード

バスロケーションシステム

通町筋バス停

ダイヤ編成支援システム利用案内システム

利用者の系統別・停留所別・時間帯別実績データ

運行実績データ

更新運行ダイヤデータ

運行状況データ

西鉄バスナビ


